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【調査概要】 

１．調査目的 

 本市の事業承継の推進、持続可能な地域産業の活性化を図るため、市内中小企業の事業承継

に関する意向や新型コロナウイルス感染症による影響を把握し、産業振興政策検討の資料とし

て活用することを目的に、本調査を実施した。 

２．調査対象 

  市内に本社があり、かつ本年度に代表者の年齢が 50歳以上となる中小企業のうち、 

  株式会社東京商工リサーチの企業情報データベースより抽出した 2,500社 

３．調査期間 

  令和 2年 8月 17日～9月 11日 

４．調査方法 

  郵送アンケート及び電話による聞き取り 

５．回収率 

  45.0％（発送数 2,500票 有効回答数 1,124票） 

６．報告書の読み方及び注意事項 

○無回答を除外して集計している。

○図表中の構成比率は、小数点第 2位以下を四捨五入しているため、合計が 100％とならないこと

もある。

○複数回答の設問は、回答が 2つ以上ありうるため、合計は 100％を超えることもある。

○図表中の「Ｎ」は回答件数の総数のことで、比率算出の基数である。

○本報告書内で全国と比較している場合の全国値は、中小企業庁「平成 28年度中小企業・小規模

事業者の事業承継に関する調査」に基づいている。

（https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H28FY/000223.pdf） 

○本報告書内の中小企業、小規模企業の定義は下表のとおり。小規模企業以外の中小企業を中規

模企業と定義している。

業種 

中小企業（下記のいずれかに該当） 小規模企業 

資本金の額 

又は出資の総額 

常時使用する 

従業員の数 

常時使用する 

従業員の数 

①製造業その他 3億円以下 300人以下 20人以下 

②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下 

③サービス業 5,000 万円以下 100人以下 5人以下 

④小売業 5,000 万円以下 50人以下 5人以下 
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【調査結果】 

問１ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本報告書内では、＜鉱業，採石業，砂利採取業＞＜その他＞は記載を省略している。また、＜学術研究，専門・技術サービス業＞＜宿

泊業，飲食サービス業＞＜生活関連サービス業，娯楽業＞＜教育，学習支援業＞＜医療，福祉＞を≪サービス業≫としてまとめている。

問２ 代表者の年齢 

 

 

 

【参考】 

■代表者の年齢×業種表 ■従業員規模

      ■売上高規模

 

回答数 割合（％）

鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.1

建設業 343 30.5

製造業 203 18.1

情報通信業 16 1.4

運輸業，郵便業 24 2.1

卸売業，小売業 221 19.7

不動産業，物品賃貸業 139 12.4

学術研究，専門・技術サービス業 42 3.7

宿泊業，飲食サービス業 15 1.3

生活関連サービス業，娯楽業 29 2.6

教育，学習支援業 4 0.4

医療，福祉 10 0.9

その他 77 6.9

N数 1124 100.0

回答数 割合（％）

60歳未満 365 32.5

60歳代 351 31.2

70歳代 334 29.7

80歳以上 74 6.6

N数 1124 100.0

60歳未満
32.5%

60歳代
31.2%

70歳代
29.7%

80歳以上
6.6%

（N=1124）

鉱業，採石業，

砂利採取業
0.1%

建設業
30.5%

製造業
18.1%

情報通信業
1.4%

運輸業，

郵便業
2.1%

卸売業，

小売業
19.7%

不動産業，

物品賃貸業
12.4%

学術研究，

専門・技術

サービス業
3.7%

宿泊業，

飲食

サービス業
1.3%

生活関連

サービス業，

娯楽業
2.6%

教育，

学習支援業
0.4%

医療，福祉
0.9%

その他
6.9%

（N=1124）

回答数 60歳未満 60歳代 70歳代 80歳以上

1124 365 351 334 74
100.0 32.5 31.2 29.7 6.6

343 136 93 102 12
100.0 39.7 27.1 29.7 3.5

203 61 69 59 14
100.0 30.0 34.0 29.1 6.9

16 8 6 2 0
100.0 50.0 37.5 12.5 0.0

24 8 12 3 1
100.0 33.3 50.0 12.5 4.2

221 63 73 67 18
100.0 28.5 33.0 30.3 8.1

139 29 39 52 19
100.0 20.9 28.1 37.4 13.7

100 34 32 30 4
100.0 34.0 32.0 30.0 4.0

78 26 27 19 6
100.0 33.3 34.6 24.4 7.7

その他

  全  体

業
種

建設業

製造業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業・小売業

不動産業・物品賃貸業

サービス業

回答数 割合（％）

3人以下 503 45.0

4～9人 343 30.7

10～19人 139 12.4

20～49人 86 7.7

50人以上 48 4.3

N数 1119 100.0

回答数 割合（％）

3,000万円未満 205 21.9

3,000～5,000万円未満 103 11.0

5,000万円～1億円未満 202 21.6

1～5億円未満 321 34.4

5億円以上 103 11.0

N数 934 100.0
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問３ 今後 10年間の事業の見通し 

 今後 10 年間の事業の見通しについては、

「成長は期待できないが、現状維持は可能

である」が 55.7％と半数超を占め、次い

で「成長が期待できる」が 19.7％、「成長

は期待できず、縮小せざるをえない」が

15.1％となっている。 

 業種別では、すべての業種で「成長は期待

できないが、現状維持は可能である」が最

も高い。また、情報通信業で「成長が期待

できる」が 3割を超え、他の業種に比べ高

い割合となっている。 

 年齢別では、すべての年代で「成長は期待

できないが、現状維持は可能である」が最

も高い。また、年代が若いほど「成長が期

待できる」の割合が高い。 

 

問４ 経営の引き継ぎについての考え 

 経営の引き継ぎについての考えは、「誰か

に引き継ぎたい（事業の譲渡や売却以外）」

が 43.4％と最も高く、次いで「経営の引

き継ぎについては未定である」が 34.8％、

「自分の代で廃業するつもりだ」が 18.2％

となっている。 

 業種別では、すべての業種で「誰かに引き

継ぎたい（事業の譲渡や売却以外）」が最

も高く、特に運輸業，郵便業では唯一 5

割を超えている。一方、不動産業，物品賃

貸業では「自分の代で廃業するつもりだ」

が 2割強と他の業種に比べて高い。 

 年齢別では、「誰かに引き継ぎたい（事業

の譲渡や売却以外）」が 60歳代及び 70歳

代で 4 割半ばから 5 割弱、80 歳以上では

約 6割となっている。 

 全国との比較（規模別）では、「自分の代 

で廃業するつもりだ」と回答した企業は、中規模企業で 3.5％（全国値 2.1％）、小規模企業で

21.6％（全国値 17.2％）と、特に小規模企業で廃業意向の企業の割合が全国に比べて高い。  

19.7

15.3

26.9

33.3

29.2

20.8

11.3

26.0

26.8

18.5

14.6

14.1

55.7

57.4

56.0

66.7

58.3

52.3

60.2

49.0

55.0

55.5

57.1

53.5

15.1

15.3

11.9

0.0

8.3

17.6

20.3

15.0

15.4

15.9

14.6

12.7

9.4

12.0

5.2

0.0

4.2

9.3

8.3

10.0

2.8

10.1

13.7

19.7

0% 50% 100%

全体(N=1090)

【業 種 別】

建設業(N=333)

製造業(N=193)

情報通信業(N=15)

運輸業，郵便業(N=24)

卸売業，小売業(N=216)

不動産業，物品賃貸業(N=133)

サービス業(N=100)

【年 齢 別】

60歳未満(N=351)

60歳代(N=346)

70歳代(N=322)

80歳以上(N=71)

成長が

期待できる

成長は

期待できないが、

現状維持は

可能である

成長は

期待できず、

縮小せざるを

えない

事業を継続

していくことは

困難

43.4

45.2

44.6

43.8

56.5

39.7

41.5

41.2

33.3

45.2

48.9

60.9

49.5

42.2

3.6

3.0

4.6

0.0
4.3

4.2

4.4

2.1

3.1

4.9

3.4

0.0

2.0

4.0

18.2

19.0

12.8

6.3

0.0
19.6

23.0

18.6

10.5

20.6

22.3

27.5

3.5

21.6

34.8

32.8

37.9

50.0

39.1

36.4

31.1

38.1

53.1

29.3

25.4

11.6

45.0

32.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1087)

【業 種 別】

建設業(N=332)

製造業(N=195)

情報通信業(N=16)

運輸業，郵便業(N=23)

卸売業，小売業(N=214)

不動産業，物品賃貸業(N=135)

サービス業(N=97)

【年 齢 別】

60歳未満(N=354)

60歳代(N=345)

70歳代(N=319)

80歳以上(N=69)

【規 模 別】

中規模企業(N=202)

小規模企業(N=880)

誰かに

引き継ぎたい

（事業の譲渡

や売却以外）

事業の譲渡や

売却をしたい

自分の代で

廃業するつもりだ

経営の引き継ぎに

ついては未定である
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問５ 経営の引き継ぎの決定に際しての新型コロナウイルスの影響 

 経営の引き継ぎの決定に際しての

新型コロナウイルスの影響につい

ては、「多少影響はある」が 31.3％

と最も高く、次いで「全く影響はな

い」が 22.9％、「ほとんど影響はな

い」が 19.9％となっており、「かな

り影響はある」と「多少影響はある」

を合わせた『影響はある』は約半数

を占めている。 

 業種別では、すべての業種で『影響

はある』が 4割を超えており、広範

囲に新型コロナウイルスの影響が

波及していることがわかる。特に運

輸業，郵便業で 6割半ばと他の業種

に比べて高い。 

 引継意向（問 4回答）別では、『影 

響はある』と回答した割合は、事業の譲渡や売却をしたいとする企業で 71.1％、経営の引き継

ぎについては未定とする企業で 66.7％と、他の区分に比べて特に高い傾向が見られる。 

 

問６ 経営の引き継ぎまたは廃業の予定時期 

 経営の引き継ぎまたは廃業の予定時

期については、「未定」が 34.8％と最

も高く、次いで「5～10年未満」が

19.6％、「3～5年未満」が 16.4％とな

っている。 

 年齢別では、60歳未満では「10年以

上先」及び「未定」で約 8割を占める

が、60歳代では『10年未満』が 6割

弱、70歳代では『5年未満』が 5割強、

80歳以上では『5年未満』が6割強と、

70歳代頃から数年内の事業承継また

は廃業を意識する割合が高くなる。 

 引継意向（問 4の回答）別では、『5年未満』の割合について、誰かに引き継ぎたいとする企業

で 42.0％、事業の譲渡や売却をしたいとする企業で 37.8％、自分の代で廃業するつもりだとす

る企業で 34.4％となっている。一方、自分の代で廃業するつもりだとする企業では「未定」も

約 3割となっており、廃業意向の企業では具体的な予定時期が定まっていないケースも多い。 

19.1

17.1

19.9

44.4

17.6

19.6

17.3

29.0

15.8

39.5

21.7

23.8

31.3

35.4

28.4

11.1

47.1

34.5

27.6

21.7

28.9

31.6

30.7

42.9

19.9

19.8

17.0

22.2

17.6

14.9

21.4

30.4

21.6

18.4

19.0

11.9

22.9

20.5

29.1

11.1

11.8

25.7

24.5

10.1

26.6

5.3

23.3

9.5

6.9

7.2

5.7

11.1

5.9

5.4

9.2

8.7

7.1

5.3

5.3

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=800)

【業 種 別】

建設業(N=263)

製造業(N=141)

情報通信業(N=9)

運輸業，郵便業(N=17)

卸売業，小売業(N=148)

不動産業，物品賃貸業(N=98)

サービス業(N=69)

【引 継 意 向 別】

誰かに引き継ぎたい(N=467)

事業の譲渡や売却をしたい(N=38)

自分の代で廃業するつもりだ(N=189)

経営の引き継ぎについては未定(N=84)

かなり

影響はある

多少

影響はある

ほとんど

影響はない

全く

影響はない

わからない

13.3

2.3

9.8

24.4

34.8

19.8

21.6

14.8

3.2

16.4

2.6

17.6

28.2

27.5

22.2

16.2

19.6

7.7

19.6

14.3

30.4

15.8

11.6

23.1

32.4

17.5

14.7

15.9

34.9

11.9

2.2

1.4

15.1

16.2

18.0

16.3

34.8

46.0

30.4

29.4

24.6

19.8

13.5

30.2

58.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1071)

【年 齢 別】

60歳未満(N=350)

60歳代(N=336)

70歳代(N=316)

80歳以上(N=69)

【引 継 意 向 別】

誰かに引き継ぎたい(N=450)

事業の譲渡や売却をしたい(N=37)

自分の代で廃業するつもりだ(N=189)

経営の引き継ぎについては未定(N=375)

3 年未満 3 ～5 年未満 5 ～10年未満 10年以上先 未定
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問７ 後継者の有無 

 後継者の有無については、「候補者もいない、

または未定である」が 38.6％と最も高く、

次いで「決まっている（後継者の了承を得

ている）」が 37.2％、「候補者はいるが、本

人の了承を得ていない（候補者が複数の場

合を含む）」が 24.2％となっている。 

 業種別では、すべての業種で「候補者もい

ない、または未定である」が 3割を超えて

いる。情報通信業においては、6割弱を占

めるが、これは比較的若い経営者が多いた

めと考えられる。 

 年齢別では、年代が上がるほど「決まって

いる（後継者の了承を得ている）」の割合が

高いが、80 歳以上においても、「候補者は

いるが、本人の了承を得ていない（候補者

が複数の場合を含む）」が 15.4％、「候補 

者もいない、または未定である」が 15.4％と、3 割強の企業において、いまだ後継者が正式に

決定していない。 

 全国との比較（規模別）では、「候補者もいない、または未定である」と回答した企業は、中規

模企業で 35.6％（全国値 30.9％）、小規模企業で 39.4％（全国値 32.0％）と、中規模企業、小

規模企業ともに全国に比べて後継者未決定の企業が多い傾向にある。 

 

問８ 具体的な後継者（後継者候補） 

 具体的な後継者（後継者候補）については、「子供」が 63.1％

と圧倒的に高く、次いで「親族以外の従業員」が 13.6％、「親

族以外の役員」が 6.4％となっている。 

親族内外で分類すると、『親族内』が 73.9％、『親族外』26.1％

と親族内承継を予定する割合が高い。 

 従業員規模別では、規模が小さいほど『親族内』の割合が高く、

3人以下の規模では 8割強に及んでいる。 

 

問９ 後継者（後継者候補）の年齢 

 後継者（後継者候補）の年齢については、「40

代」が 31.7％と最も高く、次いで「30 代」

が 31.0％、「50代」が 19.3％となっている。 

37.2

38.5

34.4

14.3

50.0

35.2

41.5

41.3

18.7

37.2

53.0

69.2

36.6

37.4

24.2

24.2

23.9

28.6

13.6

27.8

18.9

23.8

24.6

30.5

19.0

15.4

27.7

23.2

38.6

37.4

41.7

57.1

36.4

37.0

39.6

35.0

56.7

32.3

28.1

15.4

35.6

39.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=876)

【業 種 別】

建設業(N=273)

製造業(N=163)

情報通信業(N=14)

運輸業，郵便業(N=22)

卸売業，小売業(N=162)

不動産業，物品賃貸業(N=106)

サービス業(N=80)

【年 齢 別】

60歳未満(N=305)

60歳代(N=266)

70歳代(N=253)

80歳以上(N=52)

【規 模 別】

中規模企業(N=191)

小規模企業(N=681)

決まっている 候補者はいるが、

本人の了承を得ていない

候補者もいない、

または未定である

親族内
73.9%

親族外
26.1%

（N=528）

14.3

18.9

0.8

31.0

35.8

17.6

31.7

27.5

45.0

19.3

15.5

29.0

3.6

2.3

7.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=523)

親族内(N=386)

親族外(N=131)

20代以下 30代 40代 50代 60代以上
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問 10 経営の引き継ぎに際しての課題とその対応状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経営の引き継ぎの課題について、課題と感じると回答のあった割合は、「後継者を補佐する人材

の確保」が 71.8％と最も高く、次いで「後継者への事業内容や技術・ノウハウの引き継ぎ」が

68.4％、「後継者を選定し、本人や関係者の了承を得る」及び「後継者に社内で実績を積ませる」

がともに 62.1％となっている。 

 対応が順調な課題については、「後継者に社内で実績を積ませる」（42.0％）、「後継者への事業

内容や技術・ノウハウの引き継ぎ」（37.6％）、「後継者を選定し、本人や関係者の了承を得る」

（36.5％）が比較的高い。一方、対応が難航している課題については、「後継者を補佐する人材

の確保」（17.6％）、「社内の組織体制の整備」（11.6％）で 1 割を超えており、他の項目に比べ

て高い割合となっている。 

 

問 11 経営の引き継ぎについての相談先 

 経営の引き継ぎについての相談先につ

いては、「顧問税理士・公認会計士」が

38.3％と最も高く、次いで「親族・友人」

が 20.9％、「取引金融機関」が 11.5％と

なっている。 

 年齢別では、すべての年代で「顧問税理

士・公認会計士」が最も高い。また、「顧

問税理士・公認会計士」の割合は 60歳

未満では約 3割であるのに対し、80歳

以上では 4割半ばと、年代が上がるほど

高い傾向がみられる。 

38.3

20.9

11.5

9.6

2.7

1.5

0.6

0.5

14.7

4.5

26.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

顧問税理士・公認会計士

親族・友人

取引金融機関

取引先・同業者

弁護士

商工会議所

事業引継ぎ支援センター

行政機関

その他

相談先がわからない

相談する必要がない

（N=864)

71.8

68.4

62.1

62.1

61.5

61.3

58.4

58.3

57.1

52.7

51.3

45.5

37.3

47.1

42.7

49.6

42.4

22.4

39.3

33.9

34.7

42.4

27.8

29.5

0% 20% 40% 60% 80%

後継者を補佐する人材の確保

後継者への事業内容や技術・ノウハウの引き継ぎ

後継者を選定し、本人や関係者の了承を得る

後継者に社内で実績を積ませる

社内の組織体制の整備

引継ぎ後の事業運営計画の策定

後継者への経営理念の引き継ぎ

後継者への段階的な権限の委譲

後継者への取引先（販売・仕入等）との関係の引き継ぎ

経営者の退職後の生活への備え

経営者の個人保証に関する金融機関との折衝

後継者を社外での教育、ネットワークづくりに参加させる

課題と感じる

（N=517～536）

対応に着手している

（対応状況が順調＋難航）

（N=492～534）
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問 12 新型コロナウイルスの感染拡大による経営への影響及びその見込み 

 新型コロナウイルスの感染拡大によ

る経営への影響及びその見込みにつ

いては、「悪影響が発生しており、今

後の見込みも不明」が 33.9％と最も

高く、次いで「悪影響が発生している

が、回復が見込める」が 26.5％とな

っている。これらに「現時点では影響

はないが、今後悪影響が発生する見込

み」、「現時点では影響はなく、今後悪

影響が発生するが、回復が見込める」

を合わせた『悪影響が発生または発生

見込み』は 77.1％にのぼっている。

一方、「ほとんど影響はない」が

15.5％となっている。 

 業種別では、すべての業種で『悪影響が発生または発生見込み』が 7割を超えている。 

 従業員規模別では、規模が大きいほど、『悪影響が発生または発生見込み』の割合が高い。 

 

問 13 新型コロナウイルスの感染拡大による経営への具体的な影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「製品・サービスの売上の減少」が 65.5％と突出しており、次いで「消費マインドの悪化に伴う

顧客減少」が 35.1％、「従業員や顧客の感染予防対策に伴うコスト増加」が 16.7％となってい

る。 

 新型コロナウイルスの影響（問 12回答）別では、悪影響がすでに発生しているとする企業で、

「製品・サービスの売上の減少」が 7割前後と特に高い割合となっている。また、現時点では影

響はないが、今後悪影響が発生する見込みの企業では、「製品・サービスの売上の減少」のほか、

「消費マインドの悪化に伴う顧客減少」や「人手不足による企業活動の停滞」も比較的高く、消

費マインドの悪化や人手不足などは、今後の影響を懸念する企業が多くなっている。 

 業種別では、建設業、不動産業，物品賃貸業以外の業種で「製品・サービスの売上の減少」が 5

割を超えている。不動産業，物品賃貸業では、「消費マインドの悪化に伴う顧客減少」が最も高い。 

65.5

35.1

16.7

12.0

10.4

6.7

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

製品・サービスの売上の減少

消費マインドの悪化に伴う顧客減少

従業員や顧客の感染予防対策に伴うコスト増加

人手不足による企業活動の停滞

原材料等の調達コストの増加

サプライチェーンの打撃による製品等の納期遅れ

その他

（N=684)

33.9

25.4

37.1

58.3

35.0

45.3

36.3

35.4

26.5

24.3

28.0

16.7

40.0

29.4

15.0

26.6

12.7

18.0

10.3

8.3

10.0

6.5

15.9

8.9

4.0

4.9

4.0

0.0

5.0

2.4

5.3

5.1

15.5

15.8

11.4

8.3

5.0

15.3

22.1

16.5

1.0

1.1

1.7

8.3

0.0

0.0

0.9

1.3

6.3

10.6

7.4

0.0

5.0

1.2

4.4

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=914)

建設業(N=284)

製造業(N=175)

情報通信業(N=12)

運輸業，郵便業(N=20)

卸売業，小売業(N=170)

不動産業，物品賃貸業(N=113)

サービス業(N=79)

悪影響が発生しており、今後の見込みも不明
悪影響が発生しているが、回復が見込める
現時点では影響はないが、今後悪影響が発生する見込み
現時点では影響はなく、今後悪影響が発生するが、回復が見込める
ほとんど影響はない
好影響が発生または発生見込み
わからない
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問 14 今後の事業展開の方針（新事業への取組状況） 

 今後の事業展開の方針については、「現状

を維持したい（既存の事業で既存製品・サ

ービスを展開）」が 54.4％と半数超を占め、

次いで「事業を多角化したい（既存の事業

を継続しつつ、新分野・市場で新製品・サ

ービスを開発）」が 16.9％、「新製品・サ

ービスを開発したい（既存分野・市場で新

製品・サービスを開発・展開）」が 9.9％

となっている。

 経営者の年齢別では、年代が若いほどいずれかの形で新事業に取り組む方針の企業は高く、60

歳未満では 46.3％を占めるのに対し、80歳以上では 26.3％となっている。

 業種別では、情報通信業及びサービス業で「事業を多角化したい（既存の事業を継続しつつ、

新分野・市場で新製品・サービスを開発）」、製造業及び情報通信業で「新製品・サービスを開

発したい（既存分野・市場で新製品・サービスを開発・展開）」がそれぞれ 2 割を超えており、

他の業種に比べて高い傾向が見られる。

問 15 新事業展開における課題 

 新事業展開における課題については、「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足している」が

43.8％と最も高く、次いで「市場ニーズの把握が不十分である」が 34.3％、「売上や利益率の向

上につなげるのが難しい」が 31.5％となっている。

 経営者の年齢別では、70 歳代以下の年代では「必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足してい

る」が最も高く、年代が若いほどその割合は高くなっている。

43.8

34.3

31.5

29.9

22.3

19.1

17.5

13.5

10.4

8.4

6.0

4.4

2.4

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要な技術・ノウハウを持つ人材が不足している

市場ニーズの把握が不十分である

売上や利益率の向上につなげるのが難しい

新事業に必要なコストの負担が大きい

資金調達が難しい

自社の製品・サービスの情報発信が不十分である

自社の強みを活かせる事業の見極めが難しい

必要な技術・ノウハウの取得・構築が困難

意思決定から目標達成までに時間がかかる

適切な相談相手が見つからない

他社にはない自社の強みがわからない

参入に際しての法規制が厳しい

その他

特に課題はない

（N=251)

9.3

11.4

7.8

7.9

13.2

9.9

11.8

6.8

12.9

2.6

16.9

20.5

18.7

11.2

10.5

2.0

2.6

1.4

2.2

0.0

54.4

49.3

56.6

56.2

63.2

7.5

4.4

8.7

9.6

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=664)

60歳未満(N=229)

60歳代(N=219)

70歳代(N=178)

80歳以上(N=38)

新分野・

新市場を

開拓したい

新製品・

サービスを

開発したい

事業を

多角化

したい

事業を

転換したい

現状を

維持したい

事業を

縮小

したい
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【調査結果のまとめ】 

■60 歳代以上では事業承継予定（譲渡や売却を含む）が約 5～6割、廃業意向が 2割台 

 60歳未満では経営の引き継ぎについて未定とする企業が 53.1％と半数強を占めるが、60歳代にな

ると、その割合は 29.3％と低下する。また、2018年中小企業白書によると、中小企業の経営者の引

退時期の平均は 68歳から 69歳と推察されることから、60歳ごろから具体的な事業承継の意向を固

める企業が多いと考えられる。本調査の結果、60歳代以上では事業承継予定（譲渡や売却を含む）

が約 5～6割（60歳代：50.1％、70歳代：52.3％、80歳以上 60.9％）と半数超を占める一方で、廃

業意向の企業も 2割台（60歳代：20.6％、70歳代：22.3％、80歳以上 27.5％）に及んでいる。廃

業意向の企業のうち、3割半ばの企業が今後 10年間の見通しについて少なくとも現状維持は可能と

回答するほか、8割弱の企業は直近決算において黒字を計上しており1（※）、事業の見通しや現状の

収益力にかかわらず廃業を予定する企業も多く存在している。 

 

■2025年までに約 550社が廃業予定 

 本調査において、5年未満に廃業予定と回答した企業は 65社で、回答企業全体の 5.8％となって

いる。平成 28年経済センサスによれば、市内の中小企業数は 11,660社であり、この企業数をもと

に、代表者の年齢が 50歳以上の割合や、本調査による結果を考慮した上で、廃業予定事業者数を試

算すると、八王子市では 2025年までに約 550社が廃業の見込みとなる。このほか、廃業意向はある

ものの、具体的な時期は未定とする企業（同様の試算で約 480社）や、代表者が 70歳代以上で経営

の引き継ぎについては未定とする企業（同様の試算で約 750社）についても、早期に廃業する可能

性があり、事業承継への対策や支援の充実化は喫緊の課題となっている。 

 

■全国に比べて事業承継を予定する企業が少なく、後継者が未定の企業が多い 

 本調査において、事業承継予定（事業の譲渡や売却を含む）の企業の割合は中規模企業で 51.5％

（全国値267.7％）、小規模企業で 46.2％（全国値 50.4％）と、特に中規模企業で事業承継を予定する

企業の割合が全国に比べて低い。また、後継者は未定とする企業の割合は、中規模企業で 35.6％（全

国値 30.9％）、小規模企業 39.4％（全国値 32.0％）と、ともに全国に比べて高い傾向にある。後継

者が未定の企業の割合は、年代が上がるにつれて低下しているものの、70歳代で 28.1％、80歳以上

で 15.4％と、70歳代以上においても一定割合存在している。 

 後継者（または後継者候補）が決定している企業における、後継者との関係性は「子供」が 63.1％

を占め、他に比べて圧倒的に多い状況にある。また、4社のうち 3社は親族内の承継を予定するほか、

従業員が 3人以下の規模においては親族内の承継を予定する企業が 8割強を占めるなど、依然とし

て親族内承継が主体となっている。一方で、事業の譲渡や売却をしたいと考えている企業の割合は

3.6％に留まる上、経営の引き継ぎに関する相談先として事業引継ぎ支援センターと回答する企業は

わずか 0.6％と、M&A等による親族外への承継は、特に小規模な企業においては一般的な選択肢とし

て十分に浸透していないものと考えられる。  

                                                 
1 株式会社東京商工リサーチの企業情報データベースより 2019年 1月期以降の最新の当期純利益がプラスの企業を集計 
2 全国値は、中小企業庁「平成 28 年度中小企業・小規模事業者の事業承継に関する調査」より参照

（https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H28FY/000223.pdf） 

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H28FY/000223.pdf
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■後継者が決定している企業では「後継者を補佐する人材の確保」、

後継者が未定の企業では「後継者を選定し、本人や関係者の了承を得る」への対応が課題 

 経営を引き継ぐ上で「課題と感じる」と回答した割合と、その課題への対応状況について、対応

に着手している（「順調」または「難航」と回答）割合をまとめた。下図は、課題と感じると回答し

た割合から、対応が順調と回答した割合を引いた差分が大きい上位 5項目である。上の項目ほど、

課題への意識と、対応状況のギャップが大きくなっている。 

＜後継者（または後継者候補）が決定している企業＞ 

＜後継者が未定の企業＞ 

 後継者（または後継者候補）が決定している企業では、後継者を補佐する人材の確保が課題と感

じる企業の割合が高く、また、対応が難航していると回答している割合も高い。このほか、引継ぎ

後の事業運営計画の策定、社内の組織体制の整備、後継者への段階的な権限の委譲なども、課題と

感じる企業が多い。こうした課題については対応に時間を要するため、計画的な対策や準備を促し

ていくことが必要と考える。 

 後継者が未定の企業においては、後継者を選定し、本人や関係者の了承を得ることを課題と感じ

る割合が 76.6％に及ぶ。その上、対応に着手している割合はわずか 5.0％と、ほとんどの企業が対

応に着手していないことがわかる。このほかの課題についても、対応に着手している割合は 1割未

満に留まるが、これは全国調査と比較しても低い水準にあり、早期の対策を促していくことが必要

と考える。 

課
題
と
感
じ
て
い
る
が
、

対
策
が
進
ん
で
い
な
い

課
題
と
感
じ
て
い
る
が
、

対
策
が
進
ん
で
い
な
い

00.51

1

課題と感じる

（N=334～344）

対応が順調

（N=320～334）

対応が難航

（N=320～334）

71.2

58.6

60.8

56.4

44.7

23.0

8.6

13.8

9.4

6.0

29.7

25.1

45.3

41.3

30.8

0% 20% 40% 60% 80%

後継者を補佐する人材の確保

引継ぎ後の事業運営計画の策定

社内の組織体制の整備

後継者への段階的な権限の委譲

経営者の個人保証に関する金融機関との折衝

00.51

1

課題と感じる

（N=171～176）

対応が順調

（N=178～180）

対応が難航

（N=178～180）

76.6

76.4

73.1

65.9

63.0

3.9

5.6

6.7

1.7

3.9

1.1

2.8

1.1

0.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後継者を選定し、本人や関係者の了承を得る

後継者への事業内容や技術・ノウハウの引き継ぎ

後継者を補佐する人材の確保

引継ぎ後の事業運営計画の策定

後継者への経営理念の引き継ぎ
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